
 瀬戸市公共施設等総合管理計画（概要版） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸市公共施設等総合管理計画（概要版） 
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 瀬戸市公共施設等総合管理計画（概要版） 
 

 瀬戸市公共施設等総合管理計画について 

【第１章 計画の概要】 

 ◆背景と目的                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆これまでの取り組み                                 

 

 

 

 

 

 

                                          

瀬戸市公共施設等

本市でも、高齢化により社会保障が増加するといわれる 2025 年問題と、少子化による労働人口の減少

などが指摘されています。一方で、高度成長期から整備が進められてきた公共建築物や、道路・ライフラ

イン等のインフラ資産の老朽化対策についても、新たな社会の課題としての対応が必要になっています。 

こうした状況の中で、将来の税収減への懸念と、市民生活を支える社会保障や公共物の維持管理に必要

な経費を確保し続けなければならないという使命に対して、どのように責任を果たすかという過去に例の

ない難題への取り組みが求められています。 

国では、インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議を開催し、インフラの維持管理・更新等

を着実に推進するための中期的な取組の方向性を示した『インフラ長寿命化基本計画』を平成 25 年 11

月に定めました。 

地方自治体に対しても、平成 26 年 4 月に、管理・所有するインフラについて適切に管理するための行

動計画及び個別施設計画の策定が求められ、平成 28 年度までに『公共施設等総合管理計画』を策定する

よう要請されています。 

■ 国の取り組みと本市への要請 

■ 本計画の目的 

■ 社会情勢 

本市でも、現状のまま多くの公共施設等を保有し続けることは、将来世代の負担が増加することが懸念

されるばかりでなく、真に必要な公共サービスの維持さえも困難になる恐れがあります。 

いま、必要な公共サービスを継続するためにも、公共施設等に対して、新たな収入源となる運用や、財政

支出を抑制するためのコスト縮減方策について、考えなくてはならない時期にあります。 

こうした状況を踏まえて、本市では、市民の皆さんと、公共施設等の現状と課題についての共通理解を

深めるために、保有する公共施設等の現状と課題を明らかにする（見える化）とともに、今後の公共施設

等のあり方について提言することを目的として、本書を策定しました。 

本市が策定した『公共施設等総合管理計画』は、国から地方自治体に対し策定を要請された『インフラ

長寿命化計画（行動計画）』に当たる計画であり、平成 26 年 4 月に国が示した『公共施設等総合管理計画

の策定にあたっての指針の策定について』に基づき、公共施設等のマネジメントに関する本市の基本的な

方針を取りまとめています。 

本市の公共施設等マネジメントの範囲 

① 公共施設等総合管理計画 

上位計画と整合を図り、公共施設マネジメントの

方針を示した計画 

② 固定資産評価データベース 

公共施設等総合管理計画で対象とする施設情報

を、客観的な基準により施設ごとに評価した資料集 

③ 中期事業計画 

第 6 次総合計画のアクションプランとなる計画 

であり、3 年ごとに見直しを行う。その中で公共施

設マネジメントの具体的な取り組みを示す 中期事業計画：アクションプラン
（具体的な取り組み）

公共施設等総合管理計画
（方針）【瀬戸市】

第６次総合計画
都市計画マスタープラン

【瀬戸市】

固定資産評価
データベース

公共施設マネジメント

平成２９年度から平成 6８年度までの 4０年間とします。 

計画期間 

◆計画の位置付け 

公共施設等   

土地

その他 

（動産・金融資産等）

【対象範囲】 

学校施設、生涯学習施設、 
文化施設、福祉施設等 

市有財産  

公共建築物   

インフラ資産   道路、橋りょう 
上水道、下水道等 

◆計画の対象とする範囲 

１ 

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

※関係省庁連絡会議

本計画の対象とする範囲は、市が保有する公共施設のうち、公共建築物とインフラ資産としました。 

時 期 取組み事項 

平成 26 年 3 月 20 日 『高齢化する社会資本の戦略的な維持管理と更新に関する基本方針』の公表 

平成 26 年 7 月～9 月 『施設現況調査』の実施 

平成 27 年 3 月 『瀬戸市公共施設等整備基金』の設置 

平成 27 年 7 月 『瀬戸市公共施設白書（平成 27 年 7 月）』の公表 

平成 27 年 10 月～11 月 『公共施設マネジメントに関する市民意識調査』の実施 

平成 28 年  4 月～ 『瀬戸市公共施設等総合管理計画推進本部会議』を設置 

平成 29 年 3 月 『瀬戸市公共施設等総合管理計画』を公表   
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【第３章 基本的な方針】 

◆現状や課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・築 30 年を超える老朽化した建物が多い。 

・近い将来、公共建築物の更新時期の集中が予想される。 

・人口構成の変化を踏まえた施設の見直しが必要。 

①公共建築物 ②インフラ資産 
・建設年が不明な施設が多く、老朽化が進行している。 

・近い将来、インフラ資産の更新時期の集中が予想される。 

・既に耐用年数を迎えているインフラ資産もある。 

・生産年齢人口の減少により、今後は税収の伸び悩む。 

・高齢者の増加により、今後も社会保障費は増加し続ける。 

・施設の老朽化により、今後は公共施設に充てる費用が増大する。 

④財 政 

今後４０年簡の本市の保有する公共建築物の大規模改修や建替えの整備費、及び道路、橋りょう、上下水道等のインフラ資産の維持管理に関する整備費の

総額は、約 3,233 億円で、年平均では約 80.8 億円となります。本市の直近５か年間の公共施設等の新設や維持管理に費やした投資額約 72.2 億円/年

と比較して、約 8.6 億円/年の更新需要に対する費用不足が生じることになります。 

【上水道管きょ年度別整備延長】 【下水道管きょ(汚水及び雨水)年度別整備延長】 

【橋りょう年度別整備延長】 

・・・本市の現状や将来の予測から、下記のとおり課題を整理しました。 

３ 

 
・公共施設等の老朽化 
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◆公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

（１）基本的な目標 

 

        公共施設等の総量を減らすことで 

必要経費の縮減を図る一方で、市民サービス水準を保つ 

 

 

（２）基本的な方針を実現するための考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公共建築物に係る基本的な方針                            （３）インフラ資産に係る基本的な方針 

 

 

 

（４）公共建築物のマネジメント                              （４）インフラ資産のマネジメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）公共施設全体の安全・安心の確保に関する考え方                    

 

 

 

 

 

 

目標 

①基礎情報の共有と実践                               ⑤財源確保（新財政規律ガイドラインの運用） 

データベースを構築し、情報を一元管理する。                     一般財源の投資可能額を見極め、新財政規律に基づく財源確保に努める。 

②核となる施設を想定した公共施設マネジメント                    ⑥新たな財源の確保（遊休資産の運用） 

コミュニティ単位で、市民のニーズに応える最適な拠点を形成する。           不要となった施設は売却資産として活かす。 

③まちづくりの基幹となる地域モデルの構築                      ⑦公共施設マネジメントの推進体制 

立地適正化計画の立案と合わせた、将来のまちづくりにおける地域モデルの構築      所管に拘らない新しい推進体制の確立、フルコストマネジメントの導入等。 

④施設管理手法の再構築 

 PPP/PFI 等、民間企業の提案による運営手法の導入を検討する。 

◆必要な機能は維持し、施設量を削減する。 

◆施設量を削減しても、これまで提供してきたサービス（機能）は維持する。 

◆長寿命化により、更新需要を減らす。 

ルール１：これ以上施設を増やさない 

ルール２：フルスペック・フルセット施設の縮減 

①フルスペック型から機能型への転換 

②多機能型への転換 

③広域利用に関する可能性の検討 

①長寿命化の取り組み 

 今できることとして、現存する社会資本を長寿命化する 

②事後保全から予防保全への転換 

 傷まないようにする予防保全への切り替え 

③選択と集中による機能のコンパクト化 

 更新しなければならない社会資本そのもののコンパクト化 

点検・診断の実施 安全の確保 施設の耐震化 

・定期点検、日常点検、臨時点検等の実施 

・実施体制の検討 

・点検結果の蓄積 

・安心・安全に利用できるよう適切に管理 

・耐震対策の推進、防災機能の確保等 

・施設の利用状況、重要性等を検討したうえで、耐震対策を 

計画的・効果的に実施 

５ 

・・・公共施設全体の基本方針については、下記のとおりです。 

公共建築物 公共建築物 インフラ資産 公共建築物 インフラ資産 





 瀬戸市公共施設等総合管理計画（概要版） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設の耐用年数に至るまでに、他施設との機能集約を検討します。 

■単独で機能を維持する施設 

 公設民営園は、運営実績を考慮しつつ民営化を検討します。 

 古瀬戸保育園については、機能集約により学校機能を廃止する古瀬戸小学校の跡地にお

いて、他の既存施設の機能との統合を検討します。 

 休園中の園は、施設の使用目的が明確でない場合は、取壊します。 

①保育施設 

②③福祉施設（高齢者福祉施設・障がい者福祉施設・児童福祉施設） 

 施設の更新時には、関連する様々な機能の集約を検討します。 

 既存施設の有効活用を与件に、小中学校の空き教室を活用した機能集約を検討するこ

とを原則とし、新規の施設整備は行いません。ただし、小中一貫校に集約する小中学

校区の施設については、機能廃止される学校跡地への機能の集約を検討します。 

④コミュニティ施設（公民館・地域交流センター） 

 小中学校の空き教室を活用した機能集約を検討します。 

 単独施設として維持する場合は、建物の所有を含め地元自治会・町内会へ移管します。 

 日常の維持修繕は地元自治会・町内会で実施し、施設の耐用年数までに移管するか廃止

するか検討します。 

⑤コミュニティ施設（集会所） 

 施設の更新時には、地域交流センター、公民館及び消防団分団詰所との複合的な機能を有

した施設を検討します。 

 施設の耐用年数までに、機能集約の計画を立案し、施設の維持に努めます。 

⑥市役所・出張所（支所） 

 施設の更新時には、地域交流センター及び公民館との複合的な機能を有した施設を検討

します。 

 施設の耐用年数までに、機能集約の計画を立案し、施設の維持に努めます。 

⑦消防・防災施設（消防団分団詰所） 

 市民サービスの提供の場として、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 災害時の防災拠点としての機能を維持するために、適切に施設のメンテナンスを行います。 

①市役所・出張所（市役所本庁舎） 

 建替移転までは、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 消防本部・消防署については、平成 33 年度の消防指令システムの更新に合わせた建替

移転計画を作成します。 

②消防・防災施設（消防庁舎） 

 文化ホールは市域外の広域的な活用について検討します。 

 長寿命化計画に基づき、ホール関連設備の更新を進めます。 

 建替移転までは、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 文化交流館は施設の耐用年数までに、利活用方法を検討します。 

③文化施設（文化センター） 

 施設の耐用年数を踏まえ、早急に施設更新計画を作成します。 

 建替移転までは、適切に施設のメンテナンスを行います。 

④コミュニティ施設（図書館） 

 現状の施設利用状況を踏まえ、今後の施設機能のあり方、必要な施設規模を整理する

とともに活用方法を検討します。 

 中期修繕計画（10 年間）を立て、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑤福祉施設（保健施設『やすらぎ会館』） 

 十軒家住宅以外は、建築後 50 年を経過しており、入居者が退去し次第、順次施設を廃

止します。 

 施設の廃止に向け、入居者と退去に関する調整を進めます。 

 十軒家住宅は、公営住宅等長寿命化計画の策定を検討し、耐用年数まで適切に施設のメ

ンテナンスを行います。 

⑥公営住宅施設（市営住宅） 

７ 

保育園 

福祉施設 

公民館 
地域交流センター 

集会所 

支 所 

消防団詰所 

消防署 

文化センター 

 

保健施設 
(やすらぎ会館) 

 

 

市役所  

図書館 
 

 

公営住宅  
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 指定管理者の運営の中で、施設のメンテナンス、更新を行います。 

⑦⑧産業振興施設（道の駅・デジタルリサーチパークセンター） 

 指定管理者の運営の中で、施設のメンテナンス、更新を行います。 

 中期修繕計画（10 年間）を立て、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑨コミュニティ施設（パルティせと）・文化施設（瀬戸蔵） 

 指定管理者の運営の中で、施設のメンテナンス、更新を行います。 

 中期修繕計画（10 年間）を立て、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑩文化施設 

 市域外の利用を含めた広域的な活用方法を取り入れます。 

 施設のリニューアルに合わせた施設のあり方を検討します。 

 施設の耐用年数を踏まえ、施設更新計画を作成します。 

 既存ストックの効果的・効率的な維持管理・更新を行います。 

 指定管理者の運営の中で、施設のメンテナンス、更新を行います。 

⑪レクリエーション施設 

■その他（一部事務組合で経営する施設） 

 管理者が、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 管理者が策定する施設更新計画に基づき施設更新を進めるが、施設更新に伴う負担金（積

立金）の支出については、「交付金」等の支援制度の活用を最大限生かしつつ、公共施設

全体の更新に係る財政計画と整合を図り、関係市（尾張旭市・長久手市）及び管理者と

調整を図ります。 

①ゴミ処理施設 

 管理者が、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 負担金の支出については、公共施設全体の更新に係る財政計画と整合を図り、関係市（尾

張旭市）及び管理者と調整を図ります。 

③看護専門学校 

 管理者が、適切に施設のメンテナンスを行います。 

 管理者が策定する施設更新計画に基づき施設更新を進めるが、負担金の支出については、

公共施設全体の更新に係る財政計画と整合を図り、関係市（尾張旭市・長久手市）及び

管理者と調整を図ります。 

 管理者により施設の更新工事が進められているが、負担金（建設負担金）の支出につい

ては、国庫補助事業の対象期間を踏まえた、計画的な負担金の支出に努めます。 

②公立病院 

８ 

ゴミ処理場 

 

 

看護専門学校 
 

 

 
文化施設 

 

道の駅  

 

DRPC 

 

レクリエーション施設 
 

 

 建物の借用要件や、より利便性の高いサービスの提供のあり方を踏まえ、他施設との機

能集約を検討します。 

 市民サービスの提供の場として、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑫市役所・出張所（市民サービスセンター） 

 

 建物の借用要件や、より利便性の高いサービスの提供のあり方を踏まえ、他施設との機

能集約を検討します。 

 市民サービスの提供の場として、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑬環境施設（資源リサイクルセンター） 

 

パルティせと・瀬戸蔵 
 

 

 
公立病院 

 

 
市民サービスセンター 

 
資源リサイクルセンター 

 

 小中学校の適正規模・適正配置を踏まえ、将来の給食センターのあり方について検討し

ます。 

 中期修繕計画（10 年間）を立て、適切に施設のメンテナンスを行います。 

⑭学校施設（給食センター） 

 給食センター 
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■インフラ資産 

 認定市道については、交通量や老朽化度等の判定基準により路線の優先順位を定め、計

画的な予防修繕により機能維持に努めます。その他の未認定市道については、現場の状

況に合わせ緊急修繕により機能維持に努めます。 

 緊急措置を除き、パッチワークによる点の補修は回避し、道路の長寿命化を踏まえた、

路線ごとに側溝も含めた面や線を対象とした予防修繕を実施します。 

 平成 29 年度から、路線の優先順位に基づいた予防修繕を実施します。 

①道路 

 道路法の改正により、５年に１回の点検が義務化されたことに伴い、初回点検を平成

27 年度から平成 29 年度に実施し、平成 30 年度までに全体の修繕計画を策定します。 

 修繕の優先度については、老朽度と合わせ道路の優先順位との整合を図ります。 

 平成 31 年度までは、橋長 14.5ｍ以上の橋りょうの長寿命化修繕工事を最優先に実施

します。 

②橋りょう 

 将来の公園に求める機能及び配置について、「都市計画マスタープラン」等の上位計画と

の整合を図りつつ、人口減少などに対応した利活用を検討します。 

 都市公園施設について、「公園長寿命化計画（～平成 35 年度）」に基づく補助事業のスケ

ジュールと整合を図り、施設更新を実施します。 

 公園遊具については、毎年実施する点検結果に基づく老朽度等の判定基準により、計画的

な維持修繕により機能維持に努めます。 

 「ちびっこ広場」の日常的な維持管理は地元自治会等にて実施しつつ、将来的な利活用に

ついて検討します。 

③公園 

 人口減少などによる将来の水需要の減少傾向を踏まえ、施設の統廃合やダウンサイジ

ング※を検討し、施設の更新を行います。 

 管路施設は、老朽度や耐震性に加えて、道路の維持・修繕に関する基本方針による優

先順位付けされる対象路線及び下水道整備予定区域との整合を図り、効率的かつ効果

的な更新計画を策定します。 

 管路以外の施設は、自己水源と県水の最適な比率を勘案したうえで、老朽化が進む施

設の安全性や効率性を考慮して、将来も必要な施設の配置計画を策定します。 

 水管橋は露出しており埋設管路に比べて劣化が激しいため、管路の更新計画とは別で

計画的に更新・修繕を行います。 

 上記の計画を受けて、財政収支見通しを踏まえた更新財源を確保する経営戦略を策定

します。 

 経営戦略に基づき、更新計画で検討した施設の統廃合やダウンサイジング※を踏まえ

て、計画的な施設の更新・修繕を行います。 

④上水道（浄水場・配水池・ポンプ等） 

 将来の需要を把握し、合併浄化槽の対象区域拡大を与件としたうえで下水道計画区域の

見直しを検討します。 

 公共下水道と合併処理浄化槽の共存による【汚水処理人口普及率 100%】を目標に掲げ

ます。 

 管きょ、浄化センターともに、現状の施設点検を行い、効率的な更新計画を策定します。 

 浄化センターは、将来必要規模を算出するとともに、西部浄化センターと水野浄化セン

ターの統合を検討します。また、し尿処理の下水道利用も視野に入れることとします。 

 下水道現計画に基づき、継続して浄化センター、管きょの整備を進めます。 

⑤下水道（処理場・合併浄化槽） 

 公共下水道と合併処理浄化槽の共存による【汚水処理人口普及率 100%】を目標に掲

げます。 

 効率の良いし尿処理のため、公共下水道の利用を検討します。 

 当面の間は、延命化計画に基づき施設機能を維持します。 

⑥し尿処理場 

 施設の中長期メンテナンス計画の策定を検討します。 

 火葬場運営に必要な機材の修繕・更新については、「火葬炉修繕計画」に沿って、計画的

に実施します。 

⑦斎苑（火葬場・斎場） 

９ 

 

橋りょう 
 

 

斎苑 
（火葬場・斎場） 

 

 

下水道 
 

 

配水池 
ポンプ 

浄水場 

 

 

道 路 
 

 

公 園 
 

 

し尿処理場  

※ダウンサイジング・・・小型化、軽量化、小規模化など。規模を小さくすることです。 




